
唐津市告示第１７１号 

 令和４年度唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金交付要綱を次のように定め

る。 

  令和４年５月２０日 

唐津市長 峰  達 郎 

 

令和４年度唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響下において地域経済の

維持又は振興を図るため、中小企業者等で構成する組合及び組合支部（以下「組

合等」という。）が行う生産性向上、経営安定化及び競争力の強化を図る取組に

対し予算の範囲内において補助金を交付することに関し唐津市補助金等交付規則

（平成１７年規則第４２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項

各号に規定する中小企業者及び同条第５項に規定する小規模企業者をいう。 

(2) 市内事業所 唐津市内に常設し、営業活動が行われている施設をいう。 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）は、次

に掲げる組合等であって、市内事業所を有する中小企業者等が組合等を構成する

組合員の３分の２以上を占めるものとする。 

 (1) 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１

項各号に規定する中小企業団体 

 (2) 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）第２条第１項に規定する商

店街振興組合 



 (3) 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和３２年法律第

１６４号）第３条に規定する生活衛生同業組合 

 (4) 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（昭和２８年法律第７号）第３条

に規定する酒造組合又は酒販組合 

 (5) 内航海運組合法（昭和３２年法律第１６２号）第３条に規定する内航海運組

合 

 (6) 水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）第２条に規定する水産加工

業協同組合 

 (7) 前各号に掲げる者のほか、市長が特に認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、補助対象事業者としない。 

 (1) 第７条第１項の申請時において、組合等の設立から１年に満たない者 

 (2) 市税を滞納している者 

(3) 農業、林業及び漁業に属する者により構成される組合等。ただし、中小企業

者等により構成される組合等は、この限りでない。 

(4) 政治団体 

(5) 宗教上の組織又は団体 

(6) 前各号に掲げる者のほか、第１条の補助金の趣旨に照らして適当でないと市

長が判断する者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

に掲げる事業であって、市内事業所を有する中小企業者等の生産性向上、経営安

定化及び競争力の強化に資するものとする。 

 (1) 新商品（新技術）の開発又は提供 

   過去の同種の商品に比べて性能が良い商品又は新商品の開発又は提供のため

の意欲的な取組であること。 

 (2) デジタルトランスフォーメーション（以下「ＤＸ」という。）導入による生

産性向上 

   ＤＸ技術を活用した働き方改革及び生産の効率化のための意欲的な取組であ



ること。 

 (3) 持続可能な開発目標（以下「ＳＤＧｓ」という。）への取組 

   ＳＤＧｓの１７の世界的目標・１６９の達成基準に関する意欲的な取組であ

ること。 

 (4) 消費喚起活動 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大による売上減少回復のために実施する

消費喚起のための取組であること。 

 (5) 販路開拓・売上向上 

   商品の新しい販売方法又は流通経路を見出し、新しい販売先を見つけるため

の意欲的な取組であること。 

 (6) 事業承継への取組 

   後継者のいない市内事業所を有する中小企業者等の第三者承継に向けた取組

であること。 

 (7) 人材育成 

   技術力及び経営力の強化を目的として行う人材育成に向けた取組であること。 

 (8) 事業継続計画（以下「ＢＣＰ」という。）の策定等 

   ＢＣＰの策定若しくは改善又はその実効性向上に向けた取組であること。 

 (9) 経営安定化に資する取組 

   経営安定化、強靭化等への取組であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、補助対象事業としない。 

(1) 政治的又は宗教的活動を目的とする事業 

(2) 法令等又は公序良俗に反するおそれがあると認められる事業 

(3) 市が実施する他の補助事業において財政的支援を受け、又は受ける見込みが

ある事業であって、重複する内容の助成を受けているもの。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、第

８条に規定する補助金の交付の決定の日以後に開始した補助対象事業に係る経費

のうち、次に掲げるものとする。ただし、国又は地方公共団体が実施する補助事



業による財政的支援を受けた場合は、その支援相当額を除いた額を補助対象経費

とする。 

(1) 機械装置・システム構築費 

(2) 広報費 

(3) 旅費 

(4) 開発費 

(5) 役務費 

(6) 借料 

(7) 専門家謝金・旅費 

(8) 委託費 

(9) 展示会等出展費 

(10) 運搬費 

(11) 研修費 

(12) 備品購入費 

(13) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、補助対象経費としない。 

(1) 汎用性が高く、補助対象事業以外の用途に使用する可能性が高い物の購入に

係る経費 

(2) 不動産の購入に係る経費 

(3) 既存設備及び施設の単なる修繕、買替え又は清掃に係る経費 

(4) 継続的に負担する経費（光熱水費、システム保守料、電話代、インターネッ

ト回線料等） 

(5) 販売する商品の原材料費 

(6) 食糧費、遊興費、娯楽費及び接待に係る経費 

(7) 公租公課費（消費税相当額及び地方消費税相当額、産業廃棄物税、収入印紙

等） 

(8) 換金性の高い金券、有価証券等の購入に係る費用 

(9) 借入金等の支払利息及び遅延損害金の支払に係る費用 



(10) 前各号に掲げるもののほか、公的な資金の用途として社会通念上不適切とさ

れる経費 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は補助対象経費に補助率３分の２を乗じて得た額（その額に

１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。）とし、上限額は

市内事業所を有する中小企業者等であって補助対象事業を実施する組合員の数に

１０万円を乗じた額又は３００万円のいずれか低い額とする。 

 （補助金の交付申請等） 

第７条 規則第４条第１項の補助金等交付申請書は第１号様式によるものとし、同

項第３号の役員名簿等は同様式別紙２によるものとする。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項に規定する申請書を市長が別に定め

る日までに提出しなければならない。 

３ 第１項に規定する申請は、１補助対象事業者につき１回限りとする。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条第 1 項に規定する申請書の提出があった場合は、当該申請書

の内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交

付の決定を行い、その旨を補助対象事業者に通知する。 

（補助金の交付の条件） 

第９条 規則第６条第３項の規定により、補助金の交付の決定においては、次に掲

げる条件を付するものとする。 

(1) 法令、規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

(2) 補助対象事業を行うため契約を締結する場合は、市内に本社、支店、営業所

等を置く事業者と契約するように努めること。 

(3) 補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備

し、当該補助対象事業完了後５年間保管すること。 

（計画変更申請） 

第１０条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助金の額の変更又は申請の内容に

変更が生じる場合は、遅滞なく唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金変更申



請書（第２号様式）に必要な書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。ただし、次に掲げる軽微な変更は、この限りでない。 

(1) 補助金の額に変更のない場合で、補助対象経費の２０パーセント以内の増減 

(2) 補助の目的及び効果に影響を及ぼさない程度の事業計画の細部の変更 

 （実績報告） 

第１１条 規則第１５条第１項第１号の事業実施報告書は、第３号様式によるもの

とする。 

２ 前項の事業実施報告書の提出期限は、補助対象事業完了後３０日以内又は令和

５年２月２８日のいずれか早い日までとする。 

 （財産の管理等） 

第１２条 補助対象事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財

産（以下「取得財産等」という。）については、補助対象事業の完了後において

も、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の趣旨に沿っ

て、その効率的運用を図らなければならない。  

２ 市長は、補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は

あると見込まれるときは、その収入の全部若しくは一部を市に納付させることが

できる。 

 （財産処分の制限） 

第１３条 規則第２５条第１項ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却

資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年

数とする。  

２ 補助対象事業者は、前項に規定する期間を経過する日以前に取得財産等を処分

しようとするときは、財産処分承認申請書（第４号様式）を市長に提出し、その

承認を受けなければならない。 

３ 前条第２項の規定は、前項の承認をする場合において準用する。 

 （補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 



この要綱は、告示の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第７条関係） 

                             年  月  日 

唐津市長 様 

        申請者 組合等の所在地                       

組合等の名称                      

代表者職・氏名                       

電 話 番 号                       

 

唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金交付申請書 

 

次のとおり事業を実施したいので、唐津市補助金等交付規則第４条第１項及び令

和４年度唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金交付要綱第７条の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交付を受けようとする補助金の申請額及びその算出の基礎 

２ その他 

３ 添付書類 

 (1) 組合等の概要（別紙１） 

(2) 組合等役員名簿（別紙２） 

 (3) 事業計画書（別紙３） 

(4) 収支計算書（別紙４） 

(5) 市税納税証明書 

(6) その他関係書類 

※ この申請書の提出をもって、申請者又は別紙２の組合等役員名簿に記載した者に

ついて、唐津市補助金等交付規則（平成１７年唐津市規則第４２号）第３条の２に

規定する排除対象者に該当するか否かに関し市長が必要と認めるときは、佐賀県唐

津警察署に照会することを承諾します。 

 



別紙１ 

組 合 等 の 概 要 

１ 組合等の名称 

 

２ 組合等の所在地（〒       ） 

 

３ 電話番号 

（    ）  －   

４ ＦＡＸ番号 

（    ）  －   

５ ｅ－ｍａｉｌアドレス 

 

６ 組合等の代表者職・氏名 

 

７ 当該補助対象事業の連絡担当者職・氏名 

 

８ 組合設立（組織結成）年月日 

 

９ 補助対象事業者の全組合員数 

 

10 市内事業所を有する中小企業者等の組合員数 

 

11 組合等の主な事業内容及び活動状況 

 

 

 

12 出資（資本）金額                       

                             円 

13 専従職員数                       

                             人 

14 会計年度         

月   日  ～   月   日 

（添付書類） 

１ 組合等の組合員名簿 

 ２ 定款の写し又は組合等の設立が確認できる書類 



別紙２ 

組 合 等 役 員 名 簿 

（組合等の名称              ) 

役職名 
(ふりがな) 

氏 名 
住所 生年月日 

   年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

    年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 

事業計画書 

１ 申請する補助対象事業の名称 

   

２ 補助対象事業を実施する組合員数 

     

３ 実施事業の目的及び概要（３００文字程度） 

 

 

 

 

 

４ 組合等の現状・課題、事業を選定した理由、当該事業を実施する必要性等 

（３００文字程度） 

 

 

 

 

 

５ 事業を実施することで期待される効果（１００字程度） 

 

 

 

６ 事業の実施から完了までの予定スケジュール 

項 目 完了予定年月 

  

  

  

 

 

 



別紙４ 

収支計算書 

                       （単位：円） 

組合等の名称  

経費区分 補助対象経費

(税抜) 

左の額の負担区分 備 考 

（積算根拠） 補助金 

（左の額の 

２／３） 

自主財源等 

  

  

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計     

（注） 

１ 備考欄には、補助対象経費の積算根拠となる事項を記載すること。なお、必

要に応じて別紙に記載し、添付すること。 

２ 補助金及び自主財源等の額は補助対象経費と一致することとし、補助金の額

は上限額を超えないこと。 

３ 補助対象経費の内容が分かる資料（見積書、カタログ等）を添付すること。 

 

 



第２号様式（第１０条関係） 

                             年  月  日 

唐津市長 様 

        申請者 組合等の所在地                       

組合等の名称                      

代表者職・氏名                       

電 話 番 号                       

 

唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金変更申請書 

 

年  月  日付け唐  第   号で交付決定通知のあった唐津市中

小企業等組合活動強化支援補助金について、次のとおり計画変更をしたいので、唐

津市補助金等交付規則及び令和４年度唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金交

付要綱第１０条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

１ 交付を受けようとする補助金の変更後の申請額及びその算出の基礎 

２ 添付書類 

(1) 事業変更計画書（別紙１） 

(2) 変更収支計算書（別紙２） 

(3) その他関係書類 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

変更事業計画書 

１ 申請する補助対象事業の名称 

 

２ 変更理由 

 

 

 

 

 

３ 変更内容 

 

 

 

 

 

４ 変更の効果 

 

 

 

５ 事業の実施から完了までの予定スケジュール 

項 目 

 

完了予定年月 

変更前 変更後 

   

   

   

   

   

  

 

 

 



別紙２ 

変更収支計算書 

                       （単位：円） 

組合等の名称  

経費区分 補助対象経費

(税抜) 

左の額の負担区分 備 考 

（積算根拠） 補助金 

（左の額の 

２／３） 

自主財源等 

  

  

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計     

（注） 

１ 備考欄には、補助対象経費の積算根拠となる事項を記載すること。なお、必

要に応じて別紙に記載し、添付すること。 

２ 補助金及び自主財源等の額は補助対象経費と一致することとし、補助金の額

は上限額を超えないこと。 

３ 補助対象経費の内容が分かる資料（見積書、カタログ等）を添付すること。 

４ 変更の内容は、上下二段書で、上段に変更前の内容を括弧書で記載すること。 

 



第３号様式（第１１条関係） 

                             年  月  日 

唐津市長 様 

組合等の所在地                       

組合等の名称                      

代表者職・氏名                       

電 話 番 号                       

 

唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金実施報告書 

 

唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金について、次のとおり事業を実施しま

したので、唐津市補助金等交付規則及び令和４年度唐津市中小企業等組合活動強化

支援補助金交付要綱第１１条の規定により報告します。 

 

１ 補助対象事業費 

２ 事業完了年月日 

３ 添付書類 

(1) 事業実績書（別紙１） 

(2) 決算書（別紙２） 

(3) 支出の金額及び内容等を証明する関係書類（領収書等の写し） 

(4) 事業の実施状況がわかる写真 

(5) その他関係書類 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

事業実績書 

組合等の名称  

事 業 期 間  

事 業 成 果  

 

 

 

 

 

事 業 内 容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙２ 

決算書 

                       （単位：円） 

組合等の名称  

経費区分 補助対象経費

（税抜） 

左の額の負担区分 備 考 

（積算根拠） 補助金 

（左の額の 

２／３） 

自主財源等 

  

  

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計     

（注） 

１ 備考欄には、補助対象経費の積算根拠となる事項を記載すること。なお、必

要に応じて別紙に記載し、添付すること。 

２ 補助金及び自主財源等の額は補助対象経費と一致することとし、補助金の額

は上限額を超えないこと。 

 

 

 



第４号様式（第１３条関係） 

                             年  月  日 

唐津市長 様 

組合等の所在地                       

組合等の名称                      

代表者職・氏名                       

電 話 番 号                       

 

財産処分承認申請書 

 

 唐津市中小企業等組合活動強化支援補助金により取得した財産を次のとおり処分

したいので、唐津市補助金等交付規則及び令和４年度唐津市中小企業等組合活動強

化支援補助金交付要綱第１３条第２項の規定により申請します。 

 

１ 品目及び取得年月日 

２ 取得価格及び時価 

３ 処分の方法 

４ 処分の理由 

５ 処分財産の写真、図面等 

 


